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束北地方における工場撤退の背景と
その影響について
一岩手県の電気機械産業の事例を中心に一
村 山 貴 俊
東北学院大学経済学部経営学科助教授
さて本日、 優秀な行政実務担当者の方々 と このようにご一緒させて頂き、 大学の研究者という
立場から私は一体何を話せばよいのだろうかと思いを巡らせたとき、 やはりそのような方々には
出来ないお話をさせて頂くのが よ いのではないかと考えました。 ということで、私は、企業立地
とは表裏一体の関係にある、 つまりその襲面にあたる企業撤退や工場閉鎖という、 いささか暗い
話をさせていただきたいと思います。 企業誘致ないし内発型産業振興という比較的明るい話題に
つきましては色々なところで、色々な方々がぉ話をされているわけですが、 企業撤退や工場閉鎖
については、 やはり情報が出てこないということもあり、 これまで余り議論されることはなかっ
たと思います。 ただし撤退や閉鎖という現象の分析が重要であることはいうまでもなく、 よって
本日は、 一つの試みとして岩手県における工場閉鎖に関する事例分析とそこからの理論的・政策
的な含意の導出を試みたいと思います。
さて、本報告の流れですが、 まず、企業誘致政策に対する考え方ということで、私なりの修正
案を提示させていただきます。既存の考え方に対して、 こういった修正を加えたら良いのではな
いかという私案を提示させていただきます。 次いで、 事例分析を進めていきますが、 いずれも岩
手県で起こった工場閉鎖に関する事例です。 なぉ、本事例に関する情報収集につ きましては、岩
手県庁の黒澤様にいろいろとご協力いただき、調査にも同行していただきました。 この場をぉ借
りして、あらためて感謝の意を表させていただきたいと思います。ただし、撤退や閉鎖という、い
ささか暗い話となりますし、 当事者の方々のお気持ちも大事にしたいということで、 企業名や町
村名はいずれも仮称とさせていただきます。 よって、岩手県Y町のA社、同じく岩手県H村の
B 社という形で進めさせていただきます。 最後に小括ということで、 最初に提示させていただい
た企業誘致の分析枠組みという概念的問題に戻りまして、新しい枠組みの一つの肝ということで、
誘致に向けて、 企業の経営戦略や事業展開の歴史を読み取ることの重要性を再度強調させていた
だきたいと思います。
さて、最初に企業誘致政策に対する私見ということですが、左側が既存の枠組み、右側が私の
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図表4 企業誘致政策の考え方
修
正
案
提示する修正案です(図表4参照)。 これまでは、 やは り地理的要因や政治的要因が工場の進出を決
めるといった議論が、とりわけ地理学や経済学の分野では多くなされてきたように思われます。例
えば地理的要因としては、賃金の相対的な安さとか、交通の利便性とか、政治的要因としては、補
助金の額が幾らかであるとか、 あるいは税の優遇策をどの程度であるとか、 こ う い っ た こ と が 工
場の進出を決めている、 という議論が主だったと考えるわけです。 しかし今回、 工場閉鎖の事例
を調べてみると、 もちろんそういった要因も確かに重要であるわけですが、 最終的に撤退や進出
を決めている要因は何かというと、 やはり企業の戦略なのです。 あるいは事業展開の歴史の有り
様、 こういった企業サイドの諸要因こそが工場の進出や撤退に大きな影響を及ぼしているという
ことなのです。 ゆえに行政の方々にとって、補助金や税優遇のアピールはもちろん重要でありま
すが、 それとあわせて域内にある企業の経営戦略や事業史をしっかり調査し、 そ れ ら と い か に う
ま く 連 携 を 図 つ て い く の か と い う こ と が 、  やはり重要ではないかと考えるに至つたわけです。
次いで、そうした考え方を導き出す基礎となった事例を具体的にみていきますが、まずA社、実
はこれは大手電機メーカ ーZ社の子会社であります。ただしA社自体も非常に大きな全国規模の
企業であり、束証一部 に も 上 場 し て ぉ り ま し た。特にオ ー デ ィ オ・ビジュアル家電の最終製品、例
えばへ ツ ド ホ ン 、 ミ ニ コ ン ポ 、 M D な ど を 主 た る 製 品 と し て 生 産 し て お り ま し た。低級 ・ 低価格
帯の製品ラインに特化することで、親会社Z社の高級・高価格の路線とはグルー プ内での棲み分
け が で き て ぉ り ま し た。
次に B社です。こちらも岩手県内に工場を持つていた大きな電機メ ー カ ーですが、先のA社と
は異なり、 こ ち ら は 部 品 メ ー カ ーです。 主 た る 事 業 は 何 か と い う と 、  消費者の目に触れない高性
能の部品をっ く る 、  そ こ を 事 業 ド メ イ ン と し て い る 会 社 で す。 ただし一部、最終製品の組み立て
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もぉこなってぉり、 プ リ  ンタや車載機 〔ヵーナビ〕 の企画・開発と生産を手掛けております。 岩手
県の工場は閉鎖となりましたが、同社は、現在〔2006年〕でも束北域内(例えば、宮城県、福島県〕で
数工場を稼働させおります。
さて、岩手県盛岡市近くにあったA社と B社の工場が、いかなる経緯で撤退に至つたのかとい
うぉ話をしていきたいと思います。
まず事例①ということで、A社岩手工場の閉鎖に至るまでの歴史を説明していきます。 A社岩
手工場が岩手県に立地したのはl968年です。盛岡市に隣接するY町、そこの誘致企業第1号とい
うことで同町に進出してきました。その際、誘致活動ということで、町有地をA社に格安で提供
することで、Y町はA社を呼び込んだと聞いてぉります。最大で1,200人の雇用が生み出されて
い た と い う こ と で す。その後、工場の機械化が進んだことで、500人程度にまで従業員の数が減少
していきましたが、ただその500人については、原則として正社員のみであり、 しかも給料が良
くて、県内平均ないしそれを上回る水準の給料が支払われていたということであります。すなわ
ち、 同工場は、地域のかなり優良な職場であったわけです。 それだけでなく、 この工場があった
場所が JRの駅に非常に近かったということで、駅前商店街もA社岩手工場の従業員の買い物で
非常に賑わっていたと聞いてぉります。規模こそ大きくはありませんが、lつの経済的な波及効果
が見出せたわけです。
1970年代がA社岩手工場の最盛期にあたりまして、第2、 第3、 第4工場楝が順次增設されて
い く こ と に な り ま す。80年代に至つても依然として事業は順調で、同業他社との部品(マイ コ ン)の
奪い合いが起こっていたらしいです。 これと同時に、A社は、 いち早く海外に目を向けて、 シン
ガポールを皮切りに、マレーシア、インドネシアへ工場を移転していくことになります。しかも、
それら海外工場の稼働が成功し、他社よりも コスト的に有利な生産体制をつくり上げることがで
きました。海外でも3,000人程度の雇用を生み出していたということです。
ただ、このように順調に推移してきていたわけですが、90年代になると低価格化競争が激化し、
同工場の業績も次第に悪化していきます。 これと併せて、 海外生産がうまく行き過ぎて、 海外生
産だけでも生産が十分間に合うという状況になってきたことから、 国内工場の存在意義が徐々に
薄 れ て い く こ と に な り ま す。 とはいえ、 国内工場は、 国際分業体制のなかで一定の役割を果たし
ていました。 どのような役割かといいますと、 新製品を立ち上げていくための試験工場としての
役割であったりとか、 その新製品の生産を海外工場へ移転する際の模範工場、 専門的な言葉でい
う と マ ザ一工場として機能していたりとか、海外の工場が苦手とする小ロ ツトかつ短納期の生産、
こ う いった仕事を担当することで海外工場と分業していたのです。さ ら に 2000年頃ですが、親会
社 Z 社の指導のもと、セル生産方式という当時流行りの生産方式をA社岩手工場へ移植し、それ
によって生産性を向上させる生産革新活動が進められていたと間いてぉります。 生産革新活動が
進められるなか、町役場の側でもA社向けに新しい工場用地を選定し始めていた、 そうした矢先
に工場閉鎖が突如発表されることになるわけです。
200l年3月末、先ほど東北経済産業局の管原先生にもぉ話しいただいたことなのですが、 ま さ
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に IT バプルが終わった後じゎじわと不況が深刻化してくる頃になりますが、岩手、マレーシア、
インドネシアの3工場の うち2工場を閉鎖して1工場体制にするというリストラ案がA社から
発表されます。 しかしこの時点で、 実は岩手工場内部には比較的楽観的な読みというものがあっ
て、 すなわち、岩手工場はぉそらく最後まで残るだろうと考えられていたのです。宇都宮にもう
ーつ小さな国内工場があったのですが、 そこと統合して国内主力工場として残るだろう、 と い う
読みがあったということです。何故そのような見解が持たれたのかというと、 やはり同工場が生
産革新の真つ最中にあったからです。 つまり、 セル生産方式を導入して生産革新をやっている最
中に、 さすがに撤退はないだろうと読んでいたわけです。規模の縮小はあっても、 さすがに撤退
まではないだろうとの読みがあったというのです。 しかし、 その翌月の4月には、A社から岩手
工場を全面閉鎖するという発表があり、 実際に閉鎖となってしまうのです。
その閉鎖発表後の状況と対策についても、 簡単にお話させて頂きたいと思います。 最初に、 工
場関係者の方が言つていたことなのですが、 とにかく報道への対応が大変だったと。 なぜかとい
う と 、  岩手県初の大型撤退ということで、地元メディアがこぞってこの事例を取り上げたという
のです。加熱する報道が従業員の感情を逆撫でしないよう細心の注意を払つたと聞いてぉります。
次いで、雇用対策なのですが、閉鎖発表後、2001年8月と12月に第l次、第2次という形で退
職者を募ります。 退職者向けに再就職を斡旋しなければならないということで、 まず、 A社が独
自の相談窓口を設け、 そこに専任の職員2人を張りつけ る こ と に な り ま す。 あわせて行政側の対
応として、 もちろん町役場は地元企業に再就職者の受け入れをぉ願いし、 さらにハローワー ク が
A社工場内に全国初となる出張所を設けることになりました。 こうした行政側の動きからも、 こ
の撤退が当時どれだけ大きなインパクトを地域に与えたかが分かります。 インパクトが大きかっ
たからこそ、職安の出張所を工場内に設けるという全国初の試みが行われたということでしょう。
最終的な結果ですが、 会社を離れた人が536名、 そのうち再就職したいと希望を出した人が419
名、実際に再就職できた人が230名、2002年5月時点でまだ職が決まっていない人が189名おり
ました。 もちろん、 これを機に、孫の面倒でもみるかということで再就職を希望しない人も相当
数いましたし、 (会社都合の失業ゆえ) l年間は失業保険が支給されるので再就職を真剣に考え始め
るのは2年目からになるだろうということもありまして、上述のような数字〔非就職希望者l20名お
よび未就職者189名〕になっていたということです。 ちなみに、 再就職した人たちのなかにも、 やは
り新しい職場とA社、すなわち中小企業と大企業の待遇の違いに不満を述ぺる人などもいたと聞
いております。
も う一つ、取引先への対応についてですが、工場がなくなるわけですから、 当然そこと取引し
ていた会社も一定の影響を受けることになるわけですが、 この影響は極めて限定的であったとい
うぉ話です。 なぜなら、 A社の主要部材というのは、 ほぼ全てが海外から調達されていたという
ことなのです。現地調達していたのは僅かl0% 程度と聞いてぉります。梱包用資材のみを現地か
ら調達してぉり、さらに A社との取引の比率を極力低くするよう指導していたので、工場が閉鎖
になってもさほど大きなダメージを受けなかったということです。
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また、跡地利用ですけれども、工場が閉鎖された後の土地をどうするのかという話ですが、 ま
ず町役場は、 親会社Z社に新しい関連会社を紹介して欲しいと要諸します。 ただし、 これには間
題があり、 JRの駅に近かったので、周辺の工業団地に比べるとやや地価が高かったわけです。だ
から多くの企業が、同地への立地に関して二の足を踏んだと。最終的にどうなったのかというと、
地元の宅地開発業者が買い取つて住宅地として販売し、 非常に好調な売れ行きを見せているとい
う こ と で す。 というのも、 このY町は盛岡に近く、 しかも JRの駅がありますので、盛岡のべ ツ
ドタウンになっていて、 人口流入も盛んで、 地価も岩手県内の他の地域と比べて下落していない
らしいです。 けっこう田舎であるにも拘らず、地価は微增ないし横ばいという状態で、 そ う い う
ことが幸いして、 跡地は住宅地として活用されました。
なぉ、町役場関係者は、A社撤退によるY町への影響は極めて限定的であったと述べてぉりま
した。 なぜかというと、例えば岩手医科大・薬学部の同地への新設が決まってぉりますし、人口
流入が旺盛ということで、例えば郊外型ショ ツ ピングセンターなど商業施設がたくさん進出して
きている状況です。 その郊外型ショツ ピングセンターなどを対象とした流通団地も整備されてぉ
り 、  そこでもかなりの雇用が生み出されているということです。 A社を退職した従業員への再就
職先の斡旋に関してですが、 町役場が保管していた分厚い求人票の束を関覧することができたの
ですが、やはり流通業からの引き合いが多かったと思います。 このように A 社盛岡工場の閉鎖の
影響というのは、 極めて限定的だったと言われてぉります。
次に閉鎖業務に関してですが、 まず閉鎖決定後にも残り受注をこなさなければいけなかったの
ですが、これも恙無くこなせたと聞いてぉります。同工場の元トップ経営者によりますと、閉鎖
が決定した直後から、 残り受注をどうこなせば良いかと本当に頭を痛めたということですが、 実
際には、いずれは解雇されてしまう従業員たちが率先して生産に協力してくれたというのです。も
ちろん、 クールに割り切つて早々に去つていく人たちもいましたが、 多くの従業員が最後までや
らしてくださいと申し出てくれたというのです。 さらに言えば、 書類整理や、最後の掃除でも工
場をピカピカに磨いてみんな去つていったというのです。工場の元トップの方は、 とにかく岩手
の県民性、 そしてY町民の人柄に感謝しているとおっし ゃ っていました。
ここまでが事例のお話ですが、次に、その事例を分析するということで、なぜ工場撤退が起こっ
たのかということを考えていきたいと思います。 生産革新の最中の突如の撤退、 なぜこんなこと
が起こってしまったのか。 もちろん行政の方々にとっても驚きであったし、 ひいては工場のトッ
プ経営者の方もびっくりしたと。なぜ、 そ う いったことが起こってしまう の か と い う こ と を 考 え
てみた場合、やはり同工場の撤退は、実のところ1980年代に既に決まっていたのではないかと考
えられるわけです。すなわち、A社は、1980年代に工場の海外移転で成功をぉさめました。そ う
することで、他社に先駆けてローコスト ・ プロデュース体制を構築できたのです。他社に対して
コスト優位に立てたわけです。 しかし、 その成功によって付加価値の高い新製品を企画・開発す
る動機が弱められていった と い う の で す。 そして、 これによって、新製品の企画 ・開発や、 それ
ら新製品の生産立ち上げに積極的な役割を担う筈の国内工場の存在意義が次第に薄れていきまし
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た。 か く  して、 工場閉鎖の問題とその原因を考える際には、 当該企業の事業展開史をきっちり読
み 解 く こ と が 重 要 に な り ま す。すなわち、1980年代の成功こそが、200l年の工場閉鎖という帰結
を導く間接的な、 しかし重要な要因の一つに な っ て い た と い う こ と が 、  同社の事業史を振り返る
ことで見えてくるわけです。
さ ら に は 、  経営戦略の読み取りも重要です。 この工場撤退の決定がどこでおこなわれていたの
か と い う と 、  もちろんA社岩手工場で決められていたわけではありません。 これを決めていたの
は、A社本社および親会社Z社ということになるでしょう(図表5参照)。 A社本社とその親会社Z
社の間で決められていたと考えてぉります。当時、A社はもとより、親会社Z社も、ポストIT バ
ブルの不況の真つ只中ということで、業績が非常に悪化してぉりました。当然、Z社グループは、
世 界 規 模 で リ ス ト ラ を 進 め る こ と に な り ま す。 と い う こ と に な り ま す と 、 や は り 業 績 が 芳 し く な
い工場を、たとえ子会社の工場とはいえ抱えてぉくことができなくなり、 ゆえに撤退という決定
に至つたと考えられるわけです。実際、その後、2002年12月には、Z社がA社を吸収合併し、 A
社は上場廃止となり、実質的に A社は消滅してぉります。 もちろん、A社の工場は、海外工場を
含めて全て閉鎖されてぉり、A社の製品プランドのAという名前だけがかろうじて残つ て ぉ り ま
すが、 現在、 このAブランドの製品の開発・生産・販売はすべてZ社によってぉこなわれていま
す。 すなわち、 閉鎖から吸収合併へ至る一連のプロセスをみれば、 A社に対するZ社の強い影響
力がみえてくるわけです。もちろん、A社本社のトップ経営者の大半は、Z社から派遺されてきて
おり、Z社の強い影響下にありました。
他方で、地方行政サイ ドでは、地元のA社岩手工場に関する情報はある程度収集していたので
し ょ う が 、Z社がどのような状況になっていたのか、という情報はほとんど持ち合わせていなかっ
たのではないでしょうか。 だから、閉鎖と聞いて、驚いたと 。しかし、当時のZ社がぉかれてい
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た状況とグローバル規模でのリ ス トラ策を見ていれば、 この閉鎖はある程度予測できたのではな
い で し ょ う か。生産革新というローカルな事情は、やはりグローバルなリストラ断行という状況
の下では、 さほど意味を持たないということになるでしょう。実のところ、A社岩手工場のトッ
プ経営者でさえ、 工場閉鎖の発表に驚かされたわけですから。 もちろん地域レベルでの情報収集
が重要であることは疑いようがありません。実際に、Y町役場でも、A社岩手工場の生産革新の
動きを把握し、新しい工場用地の選定作業を進めていたのです。しかし、併せて重要なことは、よ
り大きな変革を生み出す企業トップの戦略的意思決定をいかに的確に把握していけるかというこ
と で し ょ う。 決して容易いことではないですが、 工場閉鎖などの動きをいち早く察知し先手の対
応策をとるためには、 企業の上層部のところで何が考えられ、 何が決められているかということ
にも、 しっかりと日配りしていく姿勢が肝要だと考えられるわけです。以上が、A社に関する事
例です。
次に、事例②ということでB社についてぉ話しをします。 B社が岩手県に進出してくるキッカ
ケは、1970年代初頭、B社と外資系企業W社が共同出資の半導体工場を盛岡近郊につ く る と い う
計画にありました。 しかし実は、 石油危機があって、 この計画が頓挫し、 そこに工場だけが残つ
てしまいます。それで、その工場をどうしようかということで、B社が引き取ることになります。
けれども何をやったらいいのか、 まだ決まっていないわけです。 それで仕方がないから、 と り あ
えずオーディオ部品をつくりましょうということで、バリ コン事業部というのをもってきて、オー
ディオ用のチュ ーナーを生産することになります。
ただ、 このチューナーの生産も後に海外へ移転され、 またやることがなくなって、 じ ゃあ次に
何 を や ろ う か と い う こ と で 、 じ ゃあプリンタでもやってみようということになり、1980年くらい
か ら ワ イ ヤ ー ド ッ ト ・プリンタの生産を手掛けていきます。そして、85年ごろから、ワープロ市
場が活況を呈することになり、その動きにあわせて、同工場はワープロ用プリンタの0EM生産を
拡大していきます。また、プリンタ向けの消耗品の生産も好調だったと聞いてぉります。その後、
活字プリンタ、 レーザービームプリンタ等にも多角化し、 プリンタを全般的に手がける工場とし
て盛岡事業部が発展していくことになります。
しかし周知のごとく 1990年代半ばには、ワープロからパーソナルコ ンピュータへと技術転換が
起こります。実のところ、その転換に乗りぉくれてしまったのがB社なのです。遅ればせながら、
自社ブランドでPC対応のカラープリンタなどを手掛けてみますが、強力なライバルたち、例えば
キヤノンやェプソン等との競争に負けて業績不振へ陥つていきます。加えて、90年代の不況のな
かで、B社全体のリストラ策が進められ、 どの事業を縮小しようか、 という話が出てくるわけで
す。盛岡事業部は、何とか、この1990年代半ばのリストラを乗り切ることができました。盛岡事
業部は一応存続することになったわけですが、 や は り キ ヤ ノ ン やェプソンとの競争に対時して非
常に苦しい状態が続いておりました。 その苦境を打開すべく、新しいことをやらなければいけな
いということで、98年頃からフォトプリンタの研究開発に着手します。フ ォ ト プ リ ン タ と い う の
は、デジカメの写真をダイレクト印刷できる小型プリンタのことです。 そ れ を や ろ う と い う こ と
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で研究を始めて、徐々に製品化に向かっていた矢先、 2002年1 月に B 社盛岡事業部を閉鎖すると
いう決定が下されます。 福島の小名浜に機能統合して盛岡事業部を閉鎖するという決定がなされ
ます。
さて、 なぜ、 この撤退が起こったのかということなのですが、 まず、 それを理解するためには、
この盛岡事業部の特異性、 ほかの事業部とはいささか違つていた点、 そこを理解する必要があり
ます。まず、もともと必要があってつくられた工場ではなかったという点が重要です。外資系W
社との合弁で半導体をつくろうとしていた工場でありましたが、計画が頓挫し、それをB社が引
き受けたのですが、さて、そこで何をやろうかということから始まっているわけです。必要があっ
てつくられた工場ではない、常に、次に何をやらなければいけないか、生き残るために何をやら
なければいけないか、 ということを考えていたのが同工場です。
また、 同社の他工場と比較して、 研究開発者の数が非常に多かった。 普通の工場だと、 直間比
率が9対1位です。 生産に従事している直接部門の人が9で、 研究開発や管理やっている間接部
門の人が1の割合なのですが、盛岡の場合は5対5位だと。生産している人が5、研究開発や管理
している人が5であり、盛岡事業部は、研究開発者集団だったと言われてぉります〔ただし、整礎技
術研究ではなく、それら基礎技術を製品へと落とし込むための研究開発を担つていた〕。高度な技術的蓄積があ
り、研究も自由にやらせてもらえたというのです。反面、成果主義が買徹されてぉり、成果が出
なければ出世もできないし、 給料も上がらない、 そういう方針が買徹されていた工場だと聞いて
お り ま す。
さらに間接部門の人員、つまり研究開発者や管理者は本社採用ということで、本社の給与体系
が適用されてぉりますので、 この盛岡事業部というのは、 本社採用の研究開発者が多く働いてい
たということですから、そもそも安い賃金を狙つた組立型工場ではないということになります。決
して安い賃金を狙つて束北に進出してきた工場ではないのです。例えば、先のA社の場合、 まさ
に安い賃金を狙つて束北に出てきた組立型工場となりますが、B社はそうではなかったのです。ゆ
えに、研究開発機能があるから、たとえアジアとのコスト競争が激化してもB 社盛岡事業部の撤
退はないだろうというやや楽観的な読みを、行政の方々 も持つていたと聞いてぉります。
また盛岡事業部というのは、 B社の事業ドメインからいささか外れた存在でした。 先ほども言
いましたが、B社というのは部品をっ くる会社です。最終願客の日には触れない部品をっ く る 会
社です。そのなかで、プリンタなどの最終製品をっくっている事業所、あるいは工場というのは、
周辺事業という位置づけになり、 異端の扱いを受けてしまうことになります。 B社全体の企業風
土 と か、 企業体質にはどうしても酬染まないのです。 ゆえに業績が優れているときは良いのです
が、業績が悪くなるとすぐにリストラ対象として目をつけられてしまうという弱みを持つていた
わけです。 それで実際のところ、整理・撒退となってしまいます。
さて、盛岡事業部の機能は福島県の小名浜の工場へ統合されることになりますが、 宮城県の方
でも、古川、角田、涌谷で業務の一部統合があったと聞いてぉります。相馬には500人規模の小
さな事業所がありますが、 ここでは高周波チューナーという部品をつくっているので絶対に撤退
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はないだろう と言われてぉります。 すなわち、 部品をつく っている事業所は、 B社の事業ドメイ
ンにフィットしてぉり、周辺事業ではないから、業績が悪くなっても、あるいは規模が小さくて
も撤退の対象にはならないということなのです。対して、最終製品をっくっている、例えば、宮
城の工場とか、 小名浜の工場とかは、 業績が悪化すれば撤退となってしまう可能性が高いという
こ と に な り ま す。ただ皮肉なことに、盛岡事業部が開発したフォトプリンタが、 いま小名浜の工
場でつくられてぉり、 これが發く売れていると聞いてぉります。 これが小名浜の稼ぎ頭の1つに
なっているという皮肉な結果であります。
さてここで、なぜB社盛岡事業部が撤退したのかという間題を考えてみますが、地元にとって
は、 まさに想定外の工場閉鎖であったということです。 なぜなら研究開発機能も持つてぉりまし
たし、 も と も と 低コストを狙つた工場ではなかったので大丈夫だろう、 という甘い読みがあった
のです。 しかし、実際には撤退となってしまう。 もちろん、撤退による地元への影響も、先にみ
たA社に比ぺて大きかった。 な ぜ か と い う と、研究開発者がたくさん働いていたので、 それらの
人々の受け皿を探すのは非常に難しかったのです。 岩手の地元で、 そ う いった職場を探すのは非
常に難しいということで、特に岩手県庁の方々は、閉鎖発表の直後には、今後どうしようかと頭
を痛めたと聞いてぉります。
ただ実は、盛岡事業部内部の人たちは、 この閉鎖について、 ある程度分かっ て い た と い う こ と
です。 何人かの元従業員の方々に直接お会いしたのですが、 随分と前から、 いずれは撤退するだ
ろうと予測していたと口を揃えて言つておられました。その理由として、そもそも事業ドメイン、
主たる事業分野から外れている点を再三強調されてぉりました。 企業風土に馴染まないというこ
とで、この事業部はいずれなくなるだろうと思つていたと述べてぉりました。そこで、彼らは、ど
う いったことを考えていたのかというと、 いかに会社から独立するかを常に考えていたと言つて
おりました。 実際、 会社側も、 社内べンチャーという制度を設けて研究開発従事者の独立を支援
していたというわけです。 つまり何が言いたいかというと、 外部(岩手県庁の方々〕から見ているの
と 、  内 部 ( B 社盛岡事業部の方々〕から見ているのとでは、 これだけ大きな認識の差がありますよと
いうことなのです。
実際に、従業員の方々が、 どのようにして独立していったのかという点を見てみると、 もちろ
ん撤退の前にも独立された方が沢山おられ、撤退前と撤退後で合計30名位の方々が独立起業した
と聞いてぉります。 それら起業された会社の幾つかを訪問してきましたが、 そこでは盛岡事業部
の元・研究開発従事者の方がたくさん働いてぉりました。 さて、独立の仕方としては、 いったん
小名浜へ〔生産立ち上げに協力するために〕異動したがその後やはり独立を決意した人、 別の会社で働
いた後に独立した人、 大学や コ ンソーシアムでの共同研究に従事した後で独立していった人、 す
ぐに独立起業した人、以上、四つほどのパターンがあるようです。独立した方のなかの一人が、B
社が撤退したことによって地元のことを第一に考える30もの新しい会社が出来たのだからこれ
で良かったのではないですか、 と言つておられたのが印象的でした。 もちろん、起業したものの
失敗したという方もぉられるようで、 失敗と成功を分けた要因などについては、 また別の機会に
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取り上げて分析できればと考えてぉります。
先に述べた外部と内部との認識のズレなのですが、 これがどのような理由で生まれてくるのか
を再度考えてみると、 やはり外部からみていると盛岡事業部は研究開発拠点であり低コ ス ト を
狙つた工場ではないという部分に日が行きがちですが、内部の実態はどうであったかというと、ま
ず事業ドメインから外れているという事実があって、 しかも工場進出の経緯をみると元もと必要
があってつ くられた工場ではないという事実が分かり、 閉鎖はもはや不可避であると内部の方々
はかなり前から考えていたわけです。
それでは、 これまでの事例分析を踏まえ、行政担当者が域内誘致企業と対時するときに、 ど う
いった見方ないしどういった行動をとればよいのか、 ということを総括的に考えてみたいと思い
ます。繰り返しになりますが、 やはりその企業の戦略ないし事業展開の歴史を、 いかに的確に読
み取るかが重要だといえるでしょう。 すなわち、誘致政策を考える際に、 もちろん政治的・地理
的要因も重要ではありますが、 企業戦略ならびに事業展開の有り様もしっかり読み取つていくこ
とが必要ではないかと考えるわけです。 と な る と、 誘致政策ないし立地政策というのは、 統一的
な支援というよりも、むしろ個別的で、カスタマイズされた支援となのではないでしょうか。 も
ちろん行政側にとって時間的ないし費用的に大変な負担となるわけですが、 企業側の戦略情報を
タイムリーに収集し、 出来れば、企業側の経営戦略と密に連携できるような方法を探り、 やはり
誘致してきた企業を逃がさないという方策を考えていくことが必要となるのではないでしょう
か。 昨今、 地方自治体の誘致政策では、 誘致企業に対して数十億単位の多額の補助金が投下され
る よ う に なってきてぉりますので、 その投下資金を回収するという意味でも、呼び込んできた企
業を出来るだけ長く域内に引き止めてぉくという考え方がますます重要になってくるでしょう。
例えば、 後ほど岩手県庁の黒澤様から詳しいお話があるかと思いますが、 岩手県のト ョ タ系車体
メ ー カ ー・関東自動車工業の事例では、 行政による企業戦略との密なる連携の試みが徐々にみえ
てきていると私は考えてぉりますし、 さらに三重県庁の田中様からも詳しくぉ話があるかと思い
ますが三重県亀山市へのシャープ大型液晶テレビ工場の誘致の事例は、 ま さ に シ ャ ープ側の独自
技術に依拠した国内一貫生産という経営戦略に亀山市という立地が見事にフィットした結果であ
り、 また誘致過程ではシャープ・町田社長と 〔当時の〕三重県知事・北川氏が互いに戦略と日標を
共有していたことが極めて重要であったと考えられるわけです。 最後に、 行政に対して具体的な
提案をlつだけさせていただきますと、 やはり域内企業戦略分析室のような組織を設け、管轄域
内の主要企業の経営戦略あるいは事業展開史をしっかり分析できる人材を育成・配置していった
方が良いのではないかと考えます。以上が私の所見です。 ご清聴、有り難うございました。
